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2025 年 11 月 4 日 

一般社団法人中部経済連合会 

 

経済調査月報（2025 年 11 月） 
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＜本月報は、中部経済連合会の総合政策会議の開催月に発行しています＞ 
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Ⅰ 概況 （注：情勢認識は、依拠する資料の公表時点に基づく。）  

 

１．日銀短観（10/1 日本銀行） 

日銀は 10 月 1 日に 9 月の全国企業短期経済観測調査（短観）を発表した。 

企業の景況感を示す業況判断は、全国の全規模合計では、全産業がプラス 15（前回調

査より変化なし）、製造業がプラス 7（同変化なし）、非製造業がプラス 21（同変化な

し）となった。東海 3 県はプラス 17（前回調査より 3 ポイント上昇）、静岡はプラス 5

（前回調査より変化なし）、長野はプラス 2（前回調査より 1 ポイント減）となった。 

製造業は、全国がプラス 7 であるのに対し、東海 3 県は 13（前回調査より 4 ポイント

上昇）に回復し、静岡はマイナス 8（同 1 ポイント下落）と若干下落し、長野はマイナ

ス 9（同変化なし）となった。 

非製造業は、全国がプラス 21 であるのに対し、東海３県はプラス 20（前回調査より

2 ポイント減）と若干悪化し、静岡はプラス 18（同 2 ポイント上昇）、長野はプラス 13

（同 2 ポイント減）と、静岡以外は前回調査に比べて悪化した。 

 

＜各産業別の業況判断ＤI＞ 「良い」の構成比－「悪い」の構成比 

 

（出所）日本銀行 全国企業短期観測調査（2025 年 9 月） 
日本銀行 名古屋支店「東海３県の短観」（2025 年 9 月） 
日本銀行 静岡支店「静岡県の短観」（2025 年 9 月） 
日本銀行 松本支店「長野県の短観」（2025 年 9 月） 

 

 

2025年6月 2025年9月 先行き

全国 15 15 10

東海3県 14 17 10

静岡 5 5 1

長野 3 2 -6

全国 7 7 5

東海3県 9 13 4

静岡 -7 -8 -5

長野 -9 -9 -14

全国 21 21 15

東海3県 22 20 17

静岡 16 18 7

長野 15 13 4

全産業

製造業

非製造業
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東海 3 県における製造業の業況判断をみると、自動車はプラス 15（前回調査より 10

ポイント低下）と悪化したが、金属製品、鉄鋼、食料品、電気機械などが上昇したこと

から、全体ではプラス 13（前回調査より 4 ポイント上昇）と改善した。 

〔調査の概要〕 

  ◎調査時期 ： 2025 年 8 月 27 日～9 月 30 日 
  ◎対  象 ： 635 社（東海 3 県：愛知・岐阜・三重） 
  ◎回 答 率 ： 99.7％ 

変化幅 変化幅

　製造業 100 9 2 13 4 4 -9

大企業 21 12 4 15 3 7 -8

中堅企業 28 10 -1 17 7 0 -17

中小企業 51 6 3 10 4 6 -4

6 -9 -9 5 14 9 4

6 -5 0 0 5 -5 -5

3 0 9 9 9 -9 -18

2 13 25 12 -1 0 -12

5 24 18 29 5 29 0

8 10 0 11 1 -7 -18

8 -14 -25 0 14 -10 -10

3 27 0 18 -9 9 -9

6 5 -5 30 25 5 -25

4 0 -8 0 0 -8 -8

9 18 7 17 -1 3 -14

9 -3 -3 7 10 0 -7

12 25 15 15 -10 12 -3

5 42 42 44 2 39 -5

　非製造業 100 22 13 20 -2 17 -3

大企業 22 39 35 40 1 36 -4

中堅企業 28 17 6 18 1 16 -2

中小企業 51 16 10 13 -3 9 -4

14 19 17 21 2 21 0

10 21 14 25 4 27 2

7 10 5 5 -5 0 -5

15 27 12 25 -2 11 -14

8 32 18 22 -10 27 5

12 26 18 26 0 26 0

8 12 8 21 9 8 -13

4 27 27 27 0 27 0

10 3 -4 0 -3 -10 -10

6 47 41 59 12 53 -6

6 12 12 -6 -18 0 6

　全産業 14 7 17 3 10 -7

対事業所サービス

対個人サービス

宿泊・飲食サービス

物品賃貸

卸売

小売

運輸・郵便

情報通信

電気・ガス

不動産

化学

窯業・土石製品

鉄鋼

非鉄金属

金属製品

はん用機械

生産用機械

電気機械

自動車

その他輸送用機械

建設

食料品

繊維

木材・木製品

紙・パルプ

2025年6月調査

先行き最近

2025年9月調査回答社数

ウェイト

（％）
最近 先行き
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ソフトウェア・研究開発を含む設備投資額（除く土地投資額）の 2025 年度計画は、

全規模全産業で東海３県は前年度比 9.7%（前回調査より 0.3 ポイント減）、静岡は同

14.0%（同 2.6 ポイント減）、長野は同 8.4%（同 1.5 ポイント増）だった。 

 

＜ソフトウェア・研究開発を含む設備投資額（除：土地投資額）＞ 

 

（注）静岡、長野の企業規模別の計数は入手不可のため「n.a.」。 

（出所）日本銀行 全国企業短期観測調査（2025 年 10 月） 

日本銀行 名古屋支店「東海 3 県の短観」（2025 年 10 月） 

日本銀行 静岡支店「静岡県の短観」（2025 年 10 月） 

日本銀行 松本支店「長野県の短観」（2025 年 10 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2025年度計画 （前年度比：％、［　］内は前回調査）

全国 東海３県 静岡 長野

製造業 ［ 　   9.7］　10.4 ［ 　　8.0］　7.6 ［　  18.3］   16.6 ［    11.7］ 　11.8

大企業 ［　　 8.8］  　9.9 ［　　 7.8］　7.4 ［　　n.a］　 n.a ［　  n.a］　　n.a

中堅企業 ［　   15.3］　14.5 ［　  17.5］  14.7 ［　　n.a］　 n.a ［　  n.a］　　n.a

中小企業 ［　　  7.0］     7.5 ［　    4.6］    6.8 ［　　n.a］　 n.a ［　  n.a］　　n.a

非製造業 ［　      7.8］     8.6 ［　  16.6］  16.8 ［　  10.3］　 4.0 ［   23.0］　 ▲9.7

大企業 ［   　11.8］　12.3 ［　  18.6］  18.5 ［　　n.a］ 　n.a ［　  n.a］　　n.a

中堅企業 ［　　  3.2］     5.4 ［　     2.6］　4.1 ［　　n.a］　 n.a ［ 　 n.a］　　n.a

中小企業 ［      ▲2.1］ ▲1.3 ［　 　4.3］    7.4 ［　　n.a］ 　n.a ［　  n.a］　　n.a

全産業 ［ 　     8.7］    9.5 ［　   10.0］　9.7 ［      16.6］   14.0 ［       6.9］  　 8.4
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２．地域経済報告-さくらレポート-（2025 年 10 月）[10/6 日本銀行] 

日本銀行は、10 月 6 日に 10 月の地域経済報告を発表した。一部に弱めの動きもみら

れるが、すべての地域で、景気は「緩やかに回復」、「持ち直し」、「緩やかに持ち直

し」としている。 

項目別では、「個人消費」は全地域において物価上昇の影響などがみられるものの、

「増加」「回復」「持ち直し」とした。「生産」については、すべての地域において前

回判断を維持し、東海は「増加基調にある」とし、その他の地域では「横ばい」、「一

部に弱めの動き」とした。「設備投資」については、すべての地域において「増加」「高

水準で推移」と判断。 

輸出・生産に関しては、これまで米国の関税引き上げによるコスト増加分を自社で吸

収していたが、日米間の関税率の合意を受け、米国の取引先との関税負担に関する交渉

を進める企業がみられている。 

 

 【2025/7 月判断】 前回と

の比較 

【2025/10 月判断】 

北海道 一部に弱めの動きがみられるが、持ち直

している 

↘ 一部に弱めの動きがみられるが、緩やかに

持ち直している 

東北 持ち直している → 持ち直している 

北陸 一部に弱めの動きもみられるが、緩やか

に回復している 

→ 一部に弱めの動きもみられるが、緩やかに

回復している 

関東 

甲信越 

一部に弱めの動きもみられるが、緩やか

に回復している 

→ 一部に弱めの動きもみられるが、緩やかに

回復している 

東海 緩やかに回復している → 緩やかに回復している 

近畿 一部に弱めの動きがみられるものの、緩

やかに回復している 

→ 一部に弱めの動きがみられるものの、緩や

かに回復している 

中国 緩やかな回復基調にある → 緩やかな回復基調にある 

四国 緩やかに持ち直している → 持ち直している 

沖縄・

九州 

一部に弱めの動きがみられるが、緩やか

に回復している 

→ 一部に弱めの動きがみられるが、緩やかに

回復している 

出所：日本銀行「地域経済報告-さくらレポート-（2025 年 10 月）」「各地域の景気判断の概要」 

 

 

 

 

 

 

 



- 6 - 

３．IＭＦの世界経済見通し（前年比、%） 

ＩＭＦは世界経済見通し（2025 年 10 月）を発表した。世界における実質 GDP 成長率は、2025

年は 3.2％、2026 年は 3.1％と、7 月予測から 2025 年は 0.2％の上方修正、2026 年は判断を据

え置いた。 

 日本の実質 GDP 成長率は、2025 年は 1.1％、2026 年は 0.6％と、7 月予測から 2025 年は

0.4％ポイント、2026 年は 0.1％の上方修正となった。 

 なお、本見通しにおいては、7 月公表の見通しと比較すると改善しているが、政策転換前で

ある 2024 年 10 月見通しで算出した予測を累積 0.2％ポイント下回っており、関税ショックは

当初発表されていたより小さいとはいえ、不確実性と保護主義の逆風がこの景気減速に反映さ

れている。 

 

                           実質 GDP 成長率(%) 7 月予測との差(%ポイン

ト) 

2024 年 2025 年 2026 年 2025 年 2026 年 

世界 3.3 3.2 3.1 0.2 0.0 

先進国 1.8 1.6 1.6 0.1 0.0 

米国 2.8 2.0 2.1 0.1 0.1 

ユーロ圏 0.9 1.2 1.1 0.2  ▲0.1 

 ドイツ ▲0.5 0.2 0.9 0.1  0.0 

英国 1.1 1.3 1.3 0.1 ▲0.1 

日本 0.1 1.1 0.6 0.4 0.1 

新興・途上国 4.3 4.2 4.0 0.1 0.0 

中国 5.0 4.8 4.2 0.0 0.0 

インド 6.5 6.6 6.2 0.2 ▲0.2 

 

   出所：IMF「世界経済見通し（2025 年 10 月）」を基に作成 
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４．経済産業局基調判断（全国、中部・関東・関西：８月） 

当地域の景気は、持ち直しているものの、生産面に足踏みがみられる。 

生産動向は、主力の輸送機械は、自動車の生産は堅調であるものの、一部車種の切り替えの影響がみられる

ことから、緩やかな持ち直しに足踏みがみられる。生産用機械は、金属工作機械などで設備投資に慎重な姿勢

が続いていることから、横ばいとなっている。電子部品・デバイスは、集積回路でモバイル向けやデータセン

ター向けなどに動きがみられるものの、先行きの不透明感から、足踏み状態となっている。他業種を含めた複

合的な要因を考慮して、全体としては 5 ヵ月連続で「緩やかな持ち直しに足踏みがみられる」と判断した。 

需要動向は、個人消費は持ち直している。設備投資は、東海・北陸ともに、全産業、製造業、非製造業で前

年度を上回る計画となった。住宅投資は新設住宅着工件数が５ヵ月連続で前年同月を下回った。輸出は、４ヵ

月連続で前年同月を下回った。雇用は有効求人倍率が２ヵ月ぶりに低下した。 

先行きについては、為替変動や海外経済の動向、不安定な世界情勢等によって引き続き不透明な状況が続い

ており、今後の動向を注視していく必要がある。 

 

項目 

中部 全国 関東 関西 

判
断
変
化 

基調判断 

判
断
変
化 

基調判断 

判
断
変
化 

基調判断 

判
断
変
化 

基調判断 

景気全般 → 

持ち直している

ものの、生産面に

足踏みがみられ

る 

↗ 

景気は、米国の通商政

策等による影響が自動

車産業を中心にみられ

るものの、緩やかに回

復している 

→ 

一部に弱い動きがみ

られるものの、緩やか

に改善している 

→ 
一部に弱い動きがみ
られるものの、緩やか
に持ち直している 

生産 → 

緩やかな持ち直

しに足踏みがみ

られる 

→ 横ばいとなっている → 一進一退ながら弱含み → 弱含みで推移 

個人消費 → 持ち直している ↗ 
持ち直しの動きがみら

れる 
→ 

緩やかな上昇傾向に

ある 
→ 

物価上昇の影響が

みられるものの、緩

やかに改善してい

る 

設備投資 → 

東海・北陸ともに全

産業・製造業・非製

造業において、前年

度を上回る計画と

なっている 

↘ 
緩やかに持ち直して

いる 
→ 

前年度を上回る見込

み 
→ 増加している 

住宅投資 → 
新設住宅着工件数

が５ヵ月連続で前

年同月を下回った 

→ 

建築物省エネ法等改

正に伴う駆け込み需

要の反動もあり、この

ところ弱含んでいる 

→ 
４ヵ月連続で前年

同月を下回った 
↘ 弱含みで推移 

輸出 → 
４ヵ月連続で前
年同月を下回っ
た 

→ 
おおむね横ばいとな

っている 
↘ 

20 ヵ月ぶりに前年
同月を下回った 

→ 
輸出は前年同月を

上回った 

雇用 ↘ 
有効求人倍率が２

ヵ月ぶりに低下し

た 
→ 

改善の動きがみられ

る 
→ 

緩やかに改善して

いる 
→ 

緩やかに持ち直し

ている 

＊判断変化：基調判断の前回月報からの変化の方向を示す 
        ↗：上方修正    →：前回と同じ    ↘：下方修正 

（資料）中部：中部経済産業局「最近の管内総合経済動向」（10 月 16 日） 

全国：内閣府「月例経済報告」     （９月 29 日） 

関東：関東経済産業局「管内の経済動向」（10 月 22 日） 

関西：近畿経済産業局「近畿経済の動向」（10 月 16 日） 
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Ⅱ 主要経済指標 
 １．生産・在庫 

① 鉱工業生産指数（2020 年=100）                    10 月 16 日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（資料）「管内鉱工業の動向」（中部経済産業局）、東海３県：愛知、岐阜、三重 

「鉱工業生産・出荷・在庫指数」（経済産業省） 
 

 
② 鉱工業生産指数 ≪主要業種≫（東海３県、前年同月比、％）      10 月 16 日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資料）「管内鉱工業の動向」（中部経済産業局） 
 
 
③ 鉱工業生産在庫指数（2020 年=100）                 10 月 16 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

（資料）「管内鉱工業の動向」（中部経済産業局）、中経局管内：東海３県、富山、石川 

「鉱工業生産・出荷・在庫指数」（経済産業省） 

  

60

70

80

90

100

110

120

2022/1 4 7 10 2023/1 4 7 10 2024/1 4 7 10 2025/1 4 7

全国 東海３県



- 9 - 

-30

-20

-10

0

10

20

30

40

2022/1 4 7 10 2023/1 4 7 10 2024/1 4 7 10 2025/1 4 7

全国 中経局管内

-10

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

2022/1 4 7 10 2023/1 4 7 10 2024/1 4 7 10 2025/1 4 7

中部(５県） 全国

２．消費 

① 大型小売店販売[百貨店＋ｽｰﾊﾟｰ]（既存店､前年同月比､％）         10 月 17 日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）「管内大型小売店販売概況」（中部経済産業局）、「商業動態統計調査」（経済産業省） 
 
 
② 乗用車新規登録台数（前年同月比、％）                  10 月 16 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（資料）中部経済産業局資料 
 
 
 ③ 延べ宿泊者数（前年同月比、％）                9 月 30 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資料）観光庁「宿泊旅行統計調査」  
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３．住宅・設備投資 

① 新設住宅着工戸数（前年同月比、％）                  9 月 30 日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）「建築着工統計調査報告」（国土交通省）、中部：岐阜、静岡、愛知、三重 
 
 
② 設備投資計画判断(現況判断：｢積増し｣－｢縮小･繰り延べ｣)          9 月 1 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）本会アンケート調査（9 月） 
 
 
③ 工作機械受注(全国、前年同月比、％)                   10 月 8 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資料）「工作機械統計」（日本工作機械工業会） 
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４．輸出入 

① 通関輸出額(前年同月比、％)                     10 月 22 日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（資料）「管内貿易概況」（名古屋税関）、「貿易統計」（財務省） 
 
 
② 通関輸出額 ≪相手先別≫(中部５県、前年同月比、％)         10 月 22 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（資料）「管内貿易概況」（名古屋税関） 
 
 
③ 通関輸入額(前年同月比、％)                    10 月 22 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（資料）「管内貿易概況」（名古屋税関）、「貿易統計」（財務省） 



- 12 - 

0.8

0.9

1.0

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

2022/1 4 7 10 2023/1 4 7 10 2024/1 4 7 10 2025/1 4 7

全国 愛知・岐阜・三重・静岡

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

2022/1 4 7 10 2023/1 4 7 10 2024/1 4 7 10 2025/1 4 7

愛知・岐阜・三重・静岡 全国

0

10

20

30

40

50

60

2023
1Q 2Q 3Q 4Q

2024
1Q 2Q 3Q 4Q

2025
1Q 2Q 3Q 4Q

2026
1Q

予想

５．雇用 

① 雇用判断(現況判断：｢不足｣－｢過剰｣)                   9 月 1 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（資料）本会アンケート調査（９月） 
 
 
② 有効求人倍率(倍)                            10 月 3 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（資料）「一般職業紹介状況」（厚生労働省） 
 
 
③ 完全失業率(％)                             10 月 3 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）「労働力調査」（総務省）、東海は四半期データ 
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６．企業倒産件数（前年同月比、％）                       10 月 8 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（資料）「中部地区の企業倒産動向」・「全国企業倒産状況」（東京商工リサーチ） 
 
 
７．物価(全国、前年同月比、％)                                       10 月 24 日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資料）「消費者物価指数」（総務省統計局）、「企業物価指数」（日本銀行） 
 
 
８．エネルギー需要(前年同月比､％)                     10 月 23 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資料）「電力」は高圧・特別高圧（中部電力）。 

「都市ガス」は「ガス事業生産動態統計」（資源エネルギー庁）。管内は愛知県、三重県、
岐阜県、静岡県の一部、石川県、富山県。 
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９．為替相場の推移（日次、終値、円／ドル）       9 月平均  147.93 円／ドル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10．日経平均株価の推移（日次、終値、円）           9 月平均  44,218.54 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇10/4 の自民党総裁選で高市氏が勝利し、高市政権が発足したことを受けて、積極財政や金融緩和

の継続期待を背景に、円売り・ドル買いが進んでおり、1 ドル＝150 円台前半の円安で推移している。 

〇先行きについては、追加関税の影響に加え、高市政権の経済・財政政策、米 FRB および日銀の金

融政策を踏まえた日米金利差の動向などが焦点となる。 

○米 FRB は雇用情勢の悪化などを踏まえ、10/28-29 の FOMC で追加利下げを決定したが、次回 12/9-

10 の追加利下げは見送られるのではないか、との観測が強まっている。日銀が 10/29-30 の政策決

定会合で追加利上げを見送ったこともあり、日米金利差の縮小期待は後退し、当面は円安傾向が続

く可能性が高い。ただし、次回の米 FOMC で追加利下げが実施され、日銀の 12/18-19 会合で追加利

上げが実施されれば、日米金利差の縮小から円高に転じる可能性がある。 
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12．長短金利の推移（日次、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （資料）９～１２．日本経済新聞「市場体温計」等のデータを基に本会作成 
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Ⅲ 国内各地域の概況 

１．地域別業況判断ＤＩ（日銀「短観」地域別業況判断ＤＩ(全産業)期間：2024 年 12 月～2025 年 12 月(予測)）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．鉱工業生産指数 （期間：2024 年 8 月～2025 年 8 月 ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資料）鉱工業指数（経済産業省、各経済産業局） 2020 年=100 
 
 
 
 
３．有効求人倍率 （期間：2024 年 8 月～2025 年 8 月） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）「一般職業紹介状況」（厚生労働省） 

【地域】東北：青森､岩手､宮城､秋田､山形､福島 北陸：富山､石川､福井 関東甲信越：茨城､栃木､群馬､埼玉､千葉､東京､神奈川､新潟､山梨､長野 
東海：岐阜､静岡､愛知､三重 近畿：滋賀､京都､大阪､兵庫､奈良､和歌山 中国：鳥取､島根､岡山､広島､山口 
四国：徳島､香川､愛媛､高知 九州：福岡､佐賀､長崎､熊本､大分､宮崎､鹿児島､沖縄 

 

 

【地域】東北：青森､岩手､宮城､秋田､山形､福島 関東：茨城､栃木､群馬､埼玉､千葉､東京､神奈川､新潟､山梨､長野､静岡 
中部：愛知､岐阜､三重､富山､石川 近畿：福井､滋賀､京都､大阪､兵庫､奈良､和歌山 中国：鳥取､島根､岡山､広島､山口 
四国：徳島､香川､愛媛､高知 九州：福岡､佐賀､長崎､熊本､大分､宮崎､鹿児島､沖縄 

  

【地域】東北：青森､岩手､宮城､秋田､山形､福島 南関東：埼玉､千葉､東京､神奈川 北関東甲信：茨城､栃木､群馬､山梨､長野 
北陸：新潟､富山､石川､福井 東海：岐阜､静岡､愛知､三重 近畿：滋賀､京都､大阪､兵庫､奈良､和歌山 
中国：鳥取､島根､岡山､広島､山口 四国：徳島､香川､愛媛､高知 九州：福岡､佐賀､長崎､熊本､大分､宮崎､鹿児島､沖縄 
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Ⅳ 中部圏各県の経済概況 

１．要点総括

 

＊判断変化：基調判断の前回月報からの変化の方向を示す 

↗：上方修正 →：前回と同じ ↘：下方修正 

（資料）長野県：財務省関東財務局「最近の県内経済情勢」 

岐阜県、静岡県、愛知県、三重県：財務省東海財務局「最近の管内経済情勢について」  

判

断

変

化

基調判断

判

断

変

化

基調判断

判

断

変

化

基調判断

判

断

変

化

基調判断

判

断

変

化

基調判断

2025年

7月
→ 持ち直している →

緩やかに回復しつ

つある
→

緩やかに回復しつ

つある
→

緩やかに回復しつ

つある
→ 持ち直している

2025年

4月
→ 持ち直している →

緩やかに回復しつ

つある
→

緩やかに回復しつ

つある
→

緩やかに回復しつ

つある
→ 持ち直している

2025年

1月
→ 持ち直している →

緩やかに回復しつ

つある
→

緩やかに回復しつ

つある
→

緩やかに回復しつ

つある
→ 持ち直している

2024年

10月
→ 持ち直している ↗

緩やかに回復しつ

つある
↗

緩やかに回復しつ

つある
↗

緩やかに回復して

いる
→ 持ち直している

2024年

7月
→ 持ち直している →

回復に向けた動き

に一服感がみられ

る

→

回復に向けた動き

に一服感がみられ

る

→
回復の動きに一服

感がみられる
→ 持ち直している

長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県
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２．各県主要経済指標 

① 鉱工業生産指数（2020 年=100）                    10 月 23 日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   （資料）「鉱工業生産指数」（経済産業省）、各県 HP 
 
 

 
①  鉱工業在庫指数（2020 年=100）                    10 月 23 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  （資料）「鉱工業生産指数」（経済産業省）、各県 HP  
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②  大型小売店販売額（既存店、前年同月比、％）              10 月 15 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）「商業動態統計調査月報」（経済産業省） 
 
 

 
③  消費者物価指数（前年同月比、％ 2020 年＝100）           10 月 24 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）「消費者物価指数」（総務省統計局） 
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④  新設住宅着工戸数（前年同月比、％）                  9 月 30 日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）「建築着工統計調査報告」（国土交通省） 
 

 
 
⑤  有効求人倍率（倍）                             10 月 3 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）「一般職業紹介状況」（厚生労働省） 
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⑥  企業倒産件数（件）                              10 月 8 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  （資料）「全国企業倒産状況」（東京商工リサーチ） 
 
 

⑦  延べ宿泊者数（人泊）                          9 月 30 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）観光庁「宿泊旅行統計調査」 

 
 
⑧  外国人延べ宿泊者数（人泊）※全国の数値はグラフ右側を参照     9 月 30 日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）観光庁「宿泊旅行統計調査」  
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Ⅴ 海外主要経済動向 

  

１．実質ＧＤＰ成長率（％） 

 

 

２．鉱工業生産（前年同月比、％） 

 

 

３．失業率（％） 

 

（資料）１～３．外務省国際経済課「主要経済指標」 

 

 

  

2022年 2023年 2024年
4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月

日 本 前期比年率 1.0 1.2 0.1 3.7 ▲ 1.3 0.9 5.3 0.8 ▲ 3.2 ▲ 0.5 ▲ 0.9 1.9 2.3 2.1 0.3 2.2
ア メ リ カ 前期比年率 2.5 2.9 2.8 0.6 2.9 2.8 2.9 2.5 4.7 3.4 0.8 3.6 3.3 1.9 ▲ 0.6 3.8
ユーロ圏 前期比年率 3.6 0.4 0.9 3.8 1.9 ▲ 0.2 ▲ 0.2 0.8 ▲ 0.2 0.2 1.1 0.8 1.6 1.6 2.3 0.5
ド イ ツ 前期比年率 1.8 ▲ 0.9 ▲ 0.5 0.6 1.2 ▲ 1.4 ▲ 1.9 ▲ 0.3 0.0 ▲ 1.1 ▲ 0.4 ▲ 1.0 0.1 0.7 1.2 ▲ 1.1
フ ラ ン ス 前期比年率 2.7 1.4 1.2 1.7 2.1 1.5 0.2 3.6 1.0 1.8 0.5 0.7 1.5 ▲ 0.2 0.5 1.3
イ ギ リ ス 前期比年率 5.1 0.3 1.1 1.3 0.5 1.3 0.2 0.2 ▲ 0.2 ▲ 0.8 3.7 1.8 0.0 0.4 3.0 1.4
中 国 前年同期比 3.1 5.4 5.0 0.8 4.0 3.0 4.7 6.5 5.0 5.3 5.3 4.7 4.6 5.4 5.4 5.2
韓 国 前期比年率 2.7 1.6 2.0 3.6 2.0 ▲ 1.5 1.4 2.8 3.2 2.0 4.8 ▲ 0.9 0.4 0.3 ▲ 0.9 2.7
ブラ ジ ル 前年同期比 3.0 3.2 3.4 3.5 4.3 2.7 4.4 3.9 2.4 2.4 2.6 3.3 4.0 3.6 2.9 2.2
ロ シ ア 前年同期比 ▲ 1.4 4.1 4.3 ▲ 3.7 ▲ 2.9 ▲ 1.9 ▲ 0.9 5.3 6.2 5.3 5.4 4.3 3.3 4.5 1.4 1.1
イ ン ド 前年同期比 7.6 9.2 6.5 13.5 6.0 4.8 6.9 9.7 9.3 9.5 8.4 6.5 5.6 6.4 7.4 7.8

2025年2024年2023年2022年

2022年 2023年 2024年
9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

日 本 ▲0.2 ▲ 1.3 ▲ 2.6 ▲ 3.2 0.8 ▲ 3.3 ▲ 2.2 2.2 0.1 1.0 0.5 ▲ 2.4 4.4 ▲ 0.4 ▲ 1.3
ア メ リ カ 3.4 0.2 ▲ 0.3 ▲ 0.5 ▲ 0.4 ▲ 1.0 0.4 1.7 1.3 1.4 1.2 0.8 0.9 1.3 0.9
ユ ー ロ 圏 1.8 ▲ 1.7 ▲ 3.0 ▲ 2.3 ▲ 1.0 ▲ 2.1 ▲ 1.8 ▲ 0.3 0.9 3.7 0.4 3.1 0.7 1.8 -
ド イ ツ ▲ 0.2 ▲ 1.9 ▲ 4.6 ▲ 4.2 ▲ 4.1 ▲ 2.8 ▲ 3.0 ▲ 2.5 ▲ 3.8 ▲ 0.1 ▲ 2.4 0.2 ▲ 1.8 2.1 -
フ ラ ン ス 0.6 0.9 0.0 ▲ 0.3 ▲ 0.5 ▲ 0.8 ▲ 0.8 ▲ 1.0 ▲ 0.1 0.5 ▲ 1.9 ▲ 1.2 2.2 1.3 -
イ ギ リ ス ▲ 6.4 ▲ 0.8 ▲ 1.2 ▲ 1.6 1.0 ▲ 3.9 1.0 ▲ 0.1 ▲ 1.3 2.6 ▲ 0.2 ▲ 1.8 2.9 0.1 -
中 国 3.0 4.8 5.4 5.4 5.3 5.4 6.2 - - 7.7 6.1 5.8 6.8 5.7 5.2
韓 国 1.0 ▲ 2.5 4.1 ▲ 1.5 6.4 ▲ 0.3 4.4 ▲ 5.0 6.5 4.5 5.1 ▲ 0.3 1.6 5.0 -
ブ ラ ジ ル ▲0.7 0.1 3.1 3.3 6.0 1.6 1.4 1.4 1.3 3.5 ▲ 0.5 3.4 ▲ 1.3 0.2 -
ロ シ ア 0.9 4.3 4.6 3.5 6.2 4.6 9.5 0.9 ▲ 0.9 0.2 1.3 1.4 1.9 0.7 0.5
イ ン ド 4.6 5.8 4.4 3.2 3.7 5.0 3.7 5.2 2.7 3.9 2.6 1.9 1.5 4.3 4.0

2024年 2025年

2022年 2023年 2024年
9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

日 本 2.6 2.6 2.6 2.4 2.5 2.5 2.5 2.5 2.4 2.5 2.5 2.5 2.5 2.3 -
ア メ リ カ 3.7 3.6 4.0 4.1 4.1 4.2 4.1 4.0 4.1 4.2 4.2 4.2 4.1 4.2 4.3
ユ ー ロ 圏 6.8 6.6 6.4 6.3 6.3 6.2 6.3 6.3 6.3 6.4 6.3 6.4 6.3 6.2 -
ド イ ツ 3.1 3.1 3.4 3.4 3.4 3.4 3.5 3.5 3.6 3.6 3.7 3.7 3.7 3.7 -
フ ラ ン ス 7.3 7.3 7.4 7.4 7.4 7.3 7.3 7.3 7.5 7.6 7.5 7.6 7.6 7.6 -
イ ギ リ ス 3.8 4.1 4.3 4.3 4.4 4.4 4.4 4.4 4.5 4.6 4.7 4.7 4.7 - -
韓 国 2.9 2.7 2.8 2.5 2.7 2.7 3.7 2.9 2.7 2.9 2.7 2.7 2.6 2.5 2.6
ブ ラ ジ ル 9.5 8.0 6.9 6.4 6.2 6.1 6.2 6.5 6.8 7.0 6.6 6.2 5.8 5.6 5.6
ロ シ ア 4.0 3.2 2.5 2.4 2.3 2.3 2.3 2.4 2.4 2.3 2.3 2.2 2.2 2.2 2.1

2024年 2025年
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 Ⅵ 特集 CEATEC 2025 視察報告 

 

（１）AI が溶け込んだ社会や暮らしの提案が目立った CEATEC 2025 

10 月 14 日から 4 日間にわたり幕張メッセで CEATEC 2025 が開催された。CEATEC （シ

ーテック、Combined Exhibition of Advanced TEChnologies）は、経済発展と社会課題の解決

を両立する「Society 5.0」の実現を目指し、あらゆる産業・業種の人と技術・情報が集い、「共

創」によって未来を描くことをテーマに掲げる「デジタルイノベーションの総合展」である。 

今年は「AI エージェント元年」と呼ばれ、CEATEC 2025 においても、議事録や画像作成な

ど人の指示に基づいて動く AI の展示にとどまらず、AI がより自律的に複雑な作業をこなし、

社会課題の解決や価値創出につなげようとする提案が多くみられ、AI が溶け込んだ社会や暮ら

しが現実のものになりつつあることが感じられた。 

本稿では、製造現場と暮らしへの AI 活用に関する展示をいくつか紹介していきたい。 

図表 1 CEATEC 2025 開催概要 

 

（出所）CEATEC2025 ホームページ 

 

（２）製造現場の課題解決に向けた AI 活用の提案 

製造業向けには、人手不足や熟練者不足への対応として、マニュアルや熟練者の作業手順な

どを AI に読み込ませ、非熟練者向け支援や遠隔制御に活用する提案などがみられた。 

図表 2 製造・保守現場の作業を支援する AI エージェント「Naivy」（日立製作所） 

 

（出所）CEATEC2025 にて当会撮影 

会期 2025年10月14日（火）～17日（金）（4日間）

会場 幕張メッセ（千葉県）

主催 一般社団法人電子情報技術産業協会(JEITA)

共催 一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会(CIAJ)、一般社団法人ソフトウェア協会(SAJ)

テーマ Innovation for All（業界や分野、国や地域といった枠を超え、すべての人々に恩恵をもたらすイノベーションの実現を目指す）

開催趣旨
経済発展と社会課題の解決を両立する「Society 5.0」の実現を目指し、あらゆる産業・業種の人と技術・情報が集い、「共創」

によって未来を描く

出展者数
・810社／団体（うち318社／団体が初出展） 、スタートアップ／大学研究機関は過去最多の232社／団体が出展

・海外からは29の国と地域の156社／団体が出展予定

特設エリア
AX（AI Transformation）パーク、暮らしのDXパビリオン、地方創生2.0パビリオン、海洋デジタル社会パビリオン、ネクスト

ジェネレーションパーク　他

来場者数 9万8,884人（目標：10万人超）

・熟練者の技術・知識を AI に学習さ

せて、非熟練者の作業を支援する AI

エージェント。 

・工場レイアウトや設備のデータ、熟

練者の作業手順、過去のトラブル解決

事例などを生成 AI に学習させる。 

・製造や保守の現場でトラブルや困り

事が生じた場合、タブレットにメタバ

ース空間を 3D で再現し、映像とチャ

ットで対処方法を分かりやすく示す。 

・「CEATEC AWARD」イノベーシ

ョン部門賞を受賞。 

【社会課題解決・価値創出】 

・人手不足や熟練者不足対応として、

ナレッジ化や技術継承、リモートによ

る複数現場管理の効率化、現場作業者

の心理的負担の軽減などを図る。 
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図表 3 エッジデバイスで動作する製造業向け言語モデル（三菱電機） 

 

（出所）三菱電機ホームページ 

 

 

図表 4 製造業とゲームを掛け合わせたエンゲージメント向上の取組（三菱電機） 

 

（出所）CEATEC2025 にて当会撮影 

 

図表 5 ピッキング作業者のもとに自動搬送する GTP 方式のシステム（シャープ） 

 

（出所）CEATEC2025 にて当会撮影 

・当社 FA 事業部のデータを

AI に学習させ、製造業に特

化した言語モデルを開発し、

エッジ AI に実装。 

・さらにマニュアルやセンシ

ングデータなど個社データを

エッジ AI に学習させる。 

・クラウドに接続せずとも、

工場内など特定分野での AI

活用が可能になる。 

【社会課題解決・価値創出】 

・大規模言語モデル（LLM）

の利用に必要な膨大な計算コ

ストと電力消費量の削減 

・データプライバシーや機密

情報管理の観点からのオンプ

レミスでの AI 利用ニーズ増

加に対応。 

・各作業台に配置されたタブレット画面に作

業者のアバターとレベル、生産台数とサイク

ルの情報を表示。作業を達成すればレベルア

ップし、アバターの変更と着せ替えをゲーム

感覚で楽しむことができる。当社名古屋製作

所における’Fun Factory’の取り組み。 

【社会課題解決・価値創出】 

・仕事の成果や作業者の成長の可視化、働く

楽しさやコミュニケーションの増加、監督者

のデータに基づく評価・配置への貢献。 

・エンゲージメントを高め、ものづくり人材

を安定的に確保して長く働いてもらう。 

・既存の物流倉庫の設備を活用し、作業場所を

大きく変えずに導入可能な GTP（Goods to 

Person）方式の搬送システム。 

・人が通れる 900mm 幅で作業できるスリムな

搬送ロボットが、人に代わり必要な荷物を集

め、収納棚を作業者の前まで自動搬送し、ロボ

ットから分離し収納棚ごと作業者に受け渡す。 

【社会課題解決・価値創出】 

・物流倉庫では人手不足が深刻で、DX やロボ

ット活用による省人化・自動化ニーズが高まる 

・大掛かりな自動倉庫システムの導入は投資額

が嵩むため、現状の倉庫で稼働を続けながら、

自動化と重労働の軽減を図ることができる。 
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（３）暮らしの相棒として AI を日常生活に溶け込ませた提案 

CEATEC では日常生活の中に AI を溶け込ませ、個々人に最適な商品・サービスの提案やア

ドバイスの提供により、社会課題解決や価値創出につなげようとする提案も多くみられた。 

図表 6 顔写真から肌遺伝子を判定し最適な化粧品を提案（RNA 共創コンソーシアム） 

 

（出所）CEATEC2025 にて当会撮影 

  

（出所）花王ホームページ 

 

図表 7 視覚障がい者向けスマート白杖（TDK×欧 WeWALK 社） 

 （出所）CEATEC2025 にて当会撮影 

・RNA は体調や食生活などの環境要因により日々変化し、肌

や体の状態を知るのに有用。 

・花王は、あぶらとりフィルムで採取した顔の皮脂から RNA

を抽出・分析する技術を開発。約 1 万種の皮脂 RNA 発現情

報を検出可能。名古屋大学発ベンチャーのヘルスケアシステ

ムズ社を通じ、2024 年より受託分析サービスを開始。 

・化粧品クチコミサイト「@cosme」を運営するアイスタイル

社の会員から皮脂 RNA と画像情報を収集し、AI に学習さ

せ、皮脂を顔から採取せずとも、顔写真から肌タイプ（肌遺

伝子モード）や肌年齢を判定できる技術を開発。消費者に最

適な化粧品のカウンセリング販売などへの活用を想定。 

・「CEATEC AWARD 2025」コ・クリエイション（共創）

部門賞を受賞 

【社会課題解決・価値創出】 

・生活者にとって満足度の高いパーソナルな商品・サービス

選択の実現 

・産業を超えた共創によるビューティ＆ヘルスケアの変革 

・白杖がスマホアプリと連動し、ChatGPT による音

声アシスタントを提供。行きたい場所を白杖に話す

と、AI が判断し音声や振動で安全に誘導してくれ

る。スマホはバッグなどに入れておけばよい。 

・超音波センサーにより進行方向にある障がい物を

検知。音声を認識する MEMS マイクロフォン、物体

を検出する ToF センサー、スピーカーなども搭載。 

【社会課題解決・価値創出】 

・従来の白杖は路面や足元の障害物しか検知できな

いのに対し、スマート白杖は高い位置にある物体や

木の枝なども検知でき、歩行の安全性が高まる。 

・より高度なモビリティを視覚障がい者に提供。 
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図表 8 エッジデバイスでのリアルタイム学習が可能な AI チップ（TDK×北大） 

 

（出所）CEATEC2025 にて当会撮影 

 

 

図表 9 AI エージェントが最適なゴルフスウィングを提案（富士通×AIGIA 社） 

 

（出所）富士通ホームページ 

（出所）CEATEC2025 にて当会撮影 

  

・富士通レディースの 18 番ホール 

グリーン前の垂直バンカーを再現。

AIGIA 社のゴルフスイング解析アプ

リと連携してショットを分析し、AI

キャディからアドバイスを受け、バ

ンカー脱出に挑戦する趣向の展示。 

 

・約 4 百万回分のスウィングを AI

が学習。骨格の動きによるスウィン

グ分析データと弾道測定データを組

み合わせ、AI エージェントが個人に

最適なスウィングをアドバイス。 

 

【社会課題解決・価値創出】 

・複雑で高速な人の動きを認識し、

高精度な分析を実現することで、ス

ポーツやエンターテインメント、ヘ

ルスケア、小売、製造など様々な分

野で新たな付加価値の創出を目指す 

 

・AI が人のエージェントとなる未来

とは、AI が人に代わるのではなく人

の能力を拡張するものと位置づけ。 

 

・時間的に変化する（時系列変化）

情報を低消費電力で高速に処理可能

な計算モデルであるリザバーコンピ

ューティング用の AI 半導体を北海

道大学と共同で開発。 

・じゃんけんを出し終わる前の指の

動きを加速度センサーで計測して

AI が事前学習した上で、個人差を

リアルタイムで学習して勝つ手を出

す「絶対に勝てないじゃんけん」 

【社会課題解決・価値創出】 

・クラウドとエッジ処理を併用する

ことで、従来のディープラーニング

やクラウド利用で生じる膨大な演算

処理や電力消費を抑制。 

・ゲームなどへの応用可能性。 
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（４）おわりに 

CEATEC2025 の視察では、AI の処理能力の高さを示すだけでなく、AI を活用して社会課題

の解決や価値創出に如何につなげるかを念頭に置いて、各社が知恵を絞った展示を行っていた

点が印象に残った。公表情報の要約や画像生成といった一般用途での AI では、言語モデルの大

規模化や AI 半導体の処理能力向上が差別化の軸であり、いずれも海外勢が先行している。 

一方、個別領域、例えば、製造現場での作業支援や設備異常への対処といった場面で AI を活

用するためには、個社のマニュアルや熟練者の知見など固有データを数多く学習させ、現場を

熟知する AI を開発する必要があり、日本の製造業が強みを発揮する余地はありうるのではなか

ろうか。また、暮らしの様々な場面での AI 活用はアイディア勝負の側面があり、日本ならでは

のきめ細かなホスピタリティを人手とデータ駆動型の組み合わせで提供し、AI 分野で巻き返し

を図るといった方向性もありうるかもしれない。 

IoT やビッグデータは 2010 年代から注目されてきたが、昨今、AI が急速に普及する中で、

データを資源にすることの意味が変わってきたという趣旨の講演が CEATEC でなされていた。

それによれば、AI 実用化前のデータは専門家による分析の材料として存在し、人間の意思決定

を補助するためのものであったが、AI 実用化後のデータは AI の燃料となり、人が介在せずと

もデータが自律的に価値を創出する時代に変わりつつあるという。 

とはいえ、AI エージェントが人を代替しうる領域はまだ限定的であり、専門家でなくても誰

もが AI を身近に利用して自身の能力を高度化できる可能性もある。いずれにせよ、AI の進化

のスピードを踏まえると、AI と人の関係は絶え間なく変化していくものとみられ、安全性やリ

スク、倫理面なども含め、幅広い視点から AI の活用について議論を深めていく必要があろう。 

 

図表 10   AI が変えた、データを「資源」にするということの意味 

 

（出所）IPA（情報処理推進機構）理事長 兼 デジタルアーキテクチャ・デザインセンター長  

齊藤裕氏講演資料 

 

 

以 上 


